
被災直後 はじめに
気候変動によるものか地球の構造上の問題かはべつにして、私たちの国土は残念ながら激甚

災害が多い。災害が発生した後の復興支援活動をみると、阪神淡路大震災では、後にボランティ

ア元年と言われるように大勢のボランティアの皆さんが活躍し、東日本大震災では、コミュニ

ティビジネスやソーシャルビジネスといった復興支援を目的とした非営利法人が活躍した。その

ような中で、平成15年に地方自治法の一部を改正する法律により制度化された指定管理者制

度に基づいて民間企業も被災地の施設の管理運営に携わっている。とりわけ、経営基盤を有し

ている民間企業の係わりは、復興支援活動の継続性からも重要な役割を果たすと考えられる。

しかし、民間企業が被災地に進出するのには、被災地で復興支援活動へどのようなかかわり方

をするのかということと、もう一つは経済的価値をどのように向上させるのかという2つの課

題の解決に迫られる。

本講演は、東日本大震災で被災を受けた宮城県女川町や石巻市でのある民間企業の活動を通

して、被災地での社会的価値（社会的課題の解決）と経済的価値（企業利益）の両立についての

考察である。それは、COVID-19というパンデミックを経験した社会での経営戦略を示唆して

るといえるのではなかろうか。

集中復興期間 復興創生期間
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被災直後 はじめに
気候変動によるものか地球の構造上の問題かはべつにして、私たちの国土は残念ながら激甚

災害が多い。災害が発生した後の復興支援活動をみると、阪神淡路大震災では、後にボランティ

ア元年と言われるように大勢のボランティアの皆さんが活躍し、東日本大震災では、コミュニ

ティビジネスやソーシャルビジネスといった復興支援を目的とした非営利法人が活躍した。その

ような中で、平成15年に地方自治法の一部を改正する法律により制度化された指定管理者制

度に基づいて民間企業も被災地の施設の管理運営に携わっている。とりわけ、経営基盤を有し

ている民間企業の係わりは、復興支援活動の継続性からも重要な役割を果たすと考えられる。

しかし、民間企業が被災地に進出するのには、被災地で復興支援活動へどのようなかかわり方

をするのかということと、もう一つは経済的価値をどのように向上させるのかという2つの課

題の解決に迫られる。

本講演は、東日本大震災で被災を受けた宮城県女川町や石巻市でのある民間企業の活動を通

して、被災地での社会的価値（社会的課題の解決）と経済的価値（企業利益）の両立についての

考察である。それは、COVID-19というパンデミックを経験した社会での経営戦略を示唆して

るといえるのではなかろうか。

集中復興期間 復興創生期間

１．復興支援活動

東日本大震災復興基本法（平成23年法律第76号）第2条（基本理念）

未曽有の災害により、多数の人命が失われるとともに、多数の被災者がその生活基盤を奪わ

れ、被災地域内外での避難生活を余儀なくされる等甚大な被害が生じており、かつ、被災地域

における経済活動の停滞が連鎖的に全国各地における企業活動や国民生活に支障を及ぼし

ている等その影響が広く全国に及んでいることを踏まえ、国民一般の理解と協力の下に、被害

を受けた施設を原形に復旧すること等の単なる災害復旧にとどまらない活力ある日本の再生

を視野に入れた抜本的な対策及び一人一人の人間が災害を乗り越えて豊かな人生を送るこ

とができるようにすることを旨として行われる復興のための施策の推進により、新たな地域

社会の構築がなされるとともに、二十一世紀半ばにおける日本のあるべき姿を目指して行わ

れるべきこと。

１．復興支援活動

ボランティア活動 NPO（非営利団体）

• 阪神淡路大震災（1995）は、震災直後の１年間で１３８万人＊１ のボラン

ティアが活動

• 東日本大震災（2011）でも、2011年3月から2018年1月までの7年間に

岩手県、宮城県、福島県の3件で150万人＊2  がボランティアとして活動

＊１ 阪神・淡路大震災一般ボランティア活動者数推計、兵庫県県民生活部生活文化局生活創造課

＊２ 東日本大震災 岩手県・宮城県・福島県のボランティア活動者数

Non-Profit Organization

（2018年3⽉掲載）社会福祉法⼈全国社会福祉協議会、全社協被災地⽀援・災害ボランティア情報

１．復興支援活動

コミュニティビジネス/ソーシャルビジネス

ソーシャルビジネスは、以下の三つの要件を満たすとしている。

① 社会性 現在解決が求められる社会的課題に取り組むことを事業活動のミッション

とすること。

② 事業性 ①のミッションをビジネスの形に表し、継続的に事業活動を進めていくこと。

③ 革新性 新しい社会的商品・サービスや、それを提供するための仕組を開発、あるい

は活用すること。また、その活動が社会に広がることを通して、新しい社会的価値を

創出すること。

経済産業省のホームページでは、地域社会の課題解決に向けてビジネスの手法を活用して取り組むソーシャルビジ
ネス研究会による平成20年4月の報告書で次のように説明

１．復興支援活動

コミュニティビジネス/ソーシャルビジネス

コミュニティビジネスについて

• 事業性や革新性が高くない、一地域でボランティア的展開をしている

事業

• 社会性や革新性が高くない、一地域での小さな事業活動をコミュニ

ティビジネスと呼んでいる場合もみられる

⇒用語の使い方は明確な規定がない。

経済産業省のホームページでは、地域社会の課題解決に向けてビジネスの手法を活用して取り組むソーシャルビジ
ネス研究会による平成20年4月の報告書で次のように説明
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民間事業者の活動事例紹介

企業概要 『アメニティグループ』
全国規模で公共施設の運営実施

指定管理者運営実績
（Ｈ17〜Ｒ2の時点）

１１１施設

指定管理者の実績①

サンアメニティ北本キャンプフィールド 多摩北部医療センター

国際教養⼤学カフェテリア 伊丹市緑が丘体育館他施設

〇ネーミングライツ事業 〇総合ビルメンテナンス

〇学⽣⾷堂／売店経営 〇スポーツ施設管理

今別町総合体育館

〇スポーツ合宿施設

指定管理者の実績②

秋⽥県森林学習交流館「プラザクリプトン」 ⼤阪府柏原市⽴サンヒルスポーツセンター ⼤阪府能勢町B&G海洋センター

滋賀県草津市「ロクハ公園」 奈良県⽴第⼆浄化センター 埼⽟県⽴⻑瀞げんきプラザ

〇⻘少年育成事業

○テニスコート管理
／テニススクール運営

〇宿泊事業／レストラン運営

〇屋内外プール／売店・⾷堂運営 ○スポーツスクール運営

〇B＆G施設の管理運営
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１．復興支援活動

CSR・・・『企業の利益獲得のための必要コスト』

CSR（Corporate Social Responsibility）は、

企業の社会的責任と訳され、人権や環境など社会的にコンセ

ンサスが確立している課題への責任やボランティア活動など

社会貢献を含め幅広く解釈されている。

企業活動をするうえでコストをかけて社会的責任を果たして

いくという考え方である。

１．復興支援活動

指定管理者制度

地方自治法２４４条の２の改正(平成１５年９月２日施行)

・改正の背景

世界的に進む「小さな政府」化の一環として行われた改正で、できるだけ

事業を地方自治体に行わせ中央政府の管轄を少なくしていくもの。

・内容

利用者に近いところで管理運営を行っていくことによってサービスの向

上や運営の小回りが利くことなどが狙い。

１．復興支援活動

指定管理者制度

・改正の内容（地方自治法の一部を改正する法律（平成15年法律第81号）

により制度化

（改正前） 管理委託制度

○公の施設の管理主体は出資法人、公共団体、公共的団体に限定

（改正後） 指定管理者制度

○公の施設の管理主体は法人その他の団体であれば特段の制限は設けず
（経産省ホームページより）

１．復興支援活動

指定管理者制度

・指定管理者制度の目的

公の施設の管理主体を民間事業者、ＮＰＯ法人等に広く開放する。

（１）民間事業者の活力を活用した住民サービスの向上

（２）施設管理における費用対効果の向上

（３）管理主体の選定手続きの透明化

（経産省ホームページより）

民間事業者の活動事例紹介

企業概要 『アメニティグループ』
全国規模で公共施設の運営実施

指定管理者運営実績
（Ｈ17〜Ｒ2の時点）

１１１施設

指定管理者の実績①

サンアメニティ北本キャンプフィールド 多摩北部医療センター

国際教養⼤学カフェテリア 伊丹市緑が丘体育館他施設

〇ネーミングライツ事業 〇総合ビルメンテナンス

〇学⽣⾷堂／売店経営 〇スポーツ施設管理

今別町総合体育館

〇スポーツ合宿施設

指定管理者の実績②

秋⽥県森林学習交流館「プラザクリプトン」 ⼤阪府柏原市⽴サンヒルスポーツセンター ⼤阪府能勢町B&G海洋センター

滋賀県草津市「ロクハ公園」 奈良県⽴第⼆浄化センター 埼⽟県⽴⻑瀞げんきプラザ

〇⻘少年育成事業

○テニスコート管理
／テニススクール運営

〇宿泊事業／レストラン運営

〇屋内外プール／売店・⾷堂運営 ○スポーツスクール運営

〇B＆G施設の管理運営
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「高齢者や障がい者の支援活動」 「高齢者や障がい者への支援活動」

「地域医療センターゆぽっぽ健康講話・相談会」 「特別支援学校生徒への浴育マナー講座」
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指定管理者の実績③

⻘森県三沢市道の駅「みさわ」 岩⼿県奥州市道の駅「みずさわ」 今別町道の駅「いまべつ半島プラザ」

⽩⽯市「おもしろいし市場」 群⾺県安中市「恵みの湯」 福島県⽴会津⾃然の家

〇⻘少年育成事業

〇産直販売／レストラン運営

○⽇帰り温浴施設／レストラン

〇産直販売／レストラン運営 〇産直販売／レストラン運営

〇産直販売／レストラン運営

民間事業者の
活動事例紹介

民間事業者の活動事例紹介

●女川町観光協会役員

●女川産業区役員

●女川町生涯学習課 講座講師

●女川町社会福祉協議会 出前講座講師

●女川町生活支援体制整備協議体 委員

●女川町徘徊ＳＯＳネットワーク 委員

●女川町老人等保険福祉計画推進委員会 委員

●おながわレンガみち交流連携協議会 委員

●女川町老人クラブサポート委員

●温泉ソムリエ

●防火管理者

「女川町地域活動支援センター入浴交流会の開催」

「高齢者や障がい者の支援活動」 「高齢者や障がい者への支援活動」

「地域医療センターゆぽっぽ健康講話・相談会」 「特別支援学校生徒への浴育マナー講座」
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「町内行政区の住民交流会の開催」 「町内行政区の住民交流会の開催」

「被災地への移住促進支援活動」 「被災地への移住促進支援活動」
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「地元住民に対する各種相談会の開催」 「町内保育所の卒園式に合わせて謝恩会の開催」

「特別支援学校生徒の就労実習体験受入れ」 「特別支援学校フットサル部へロゴ入りビブスの贈呈」

「町内行政区の住民交流会の開催」 「町内行政区の住民交流会の開催」

「被災地への移住促進支援活動」 「被災地への移住促進支援活動」
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「地域住民や学生に対する健康講話」

各種団体の依頼による講演活動 学生に対する震災関連及び入浴講座

「地域住民や学生に対する健康講話」

学生に対する震災関連及び入浴講座

「地域住民や学生に対する健康講話」

看護学生に対する震災関連及び入浴講座

「特別支援学校への健康増進と入浴事故防止の普及啓発」

温泉ソムリエ健康講座（リモート）
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「女川の企業と協力開発！女川限定化粧品の販売」 「復興庁 『結の場』 との連携事業」

被災企業支援 被災交流事業

「復興庁 『結の場』 との連携事業」

被災企業支援 被災交流事業（東松島市）

被災企業支援 被災交流事業
（陸前高田市）

『奇跡の醤』 店内販売 「地元産品の物産展」

「地域住民や学生に対する健康講話」

各種団体の依頼による講演活動 学生に対する震災関連及び入浴講座

「地域住民や学生に対する健康講話」

学生に対する震災関連及び入浴講座

「地域住民や学生に対する健康講話」

看護学生に対する震災関連及び入浴講座

「特別支援学校への健康増進と入浴事故防止の普及啓発」

温泉ソムリエ健康講座（リモート）
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波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導
報道機関へのプレスリリース

波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導

社会貢献プロジェクト（テーマ：子供たちのストレスと運動不足解消に少しでも役立ちたい！）

屋外で簡単な運動体操や遊び（スタッフ考案のベースボール型ゲーム）など

波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導 波及例） ウィズコロナで新プログラムの導入（オンライン）
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「地域住民への温泉ソムリエ出張健康講座」 「音楽イベント（地域と連携）」

社内への波及 COVID-19の中においての活動

施設運営（経営）の出発点
・経営理念（企業・施設）
・現代の企業活動はCSR,（SDGｓ）が不可⽋︕

施設運営を通じて社会にも貢献︕
具体的な例）
・利⽤者の増加 ⇒ 体験格差解消、健康増進等に寄与
・光熱費削減 ⇒ 環境保全（CO2削減）
・地域経済活性 ⇒ 地元雇⽤、地元企業の積極活⽤

社内への波及 ～経営理念の浸透～

波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導
報道機関へのプレスリリース

波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導

社会貢献プロジェクト（テーマ：子供たちのストレスと運動不足解消に少しでも役立ちたい！）

屋外で簡単な運動体操や遊び（スタッフ考案のベースボール型ゲーム）など

波及例） コロナ禍で運動不足の児童クラブへ出張指導 波及例） ウィズコロナで新プログラムの導入（オンライン）
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